
資料３

大淀川水系流域治水プロジェクトのフォローアップ

プロジェクト更新内容

■P６【流域治水の具体的な取組】において、令和５年３月に各指標の時点更新を実施したこ
とによる数値の更新

（主な変更点）

・「流出抑制対策の実施」として、令和２年度実施分１４施設を、R３年度実施分３施設に更
新（宮崎市、小林市）

・「山地の保水機能向上および土砂・流木災害対策」として、治山対策等の実施箇所がR３年
度実施分１４箇所からR４年度実施分２５箇所に更新（森林管理局、宮崎県、鹿児島県）

・「避難のためのハザード情報の整備」として、洪水浸水想定区域の整備状況をR３年９月時
点１５河川をR４年９月時点１７河川に更新（宮崎市、都城市、小林市、国富町、多良木町）

・「高齢者等避難の実効性の確保」として、避難確保計画の作成が完了した施設数がR３年度
９月時点(洪水)６６７施設、(土砂)１０８施設から、R４年度９月時点(洪水)８７８施設、(土
砂)１５０施設に更新（宮崎市、都城市、小林市、三股町、高原町、曽於市、多良木町）
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○大淀川は、上流部・下流部にて人口・資産の集中する市街部を貫流しており、ひとたび氾濫すると被害が甚大となる洪水特性を有している。

洪水特性を踏まえ河道掘削や遊水地整備、岩瀬ダム再生事業などの事前防災対策を進める必要があることから、以下の取り組みを実施していくことで、国
管理区間においては、戦後最大の平成17年9月洪水と同規模の洪水を安全に流すとともに、あらゆる関係者の協働により流域における浸水被害の軽減を図る。

大淀川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～水害に強い地域づくりに向けた防災・減災対策～

地震・津波対策

河道掘削

河道掘削

堤防整備

堤防整備

堤防整備

河道掘削

深年川

宮崎県

福岡県

大分県

鹿児島県

熊本県

佐賀県

長崎県

宮崎県

【位置図】

庄内川

沖水川

河道掘削

堤防整備堤防整備

河道掘削

堤防整備

堤防・護岸整備
河道掘削 等

小松川（宮崎県）

堤防・護岸整備
河道掘削、橋梁架替 等

堤防・護岸整備、河道掘削
橋梁架替、堰改築
樋門樋管改築 等

花の木川（宮崎県）

堤防・護岸整備、河道掘削
橋梁架替、堰改築
樋門樋管改築 等

横市川（宮崎県）

堤防・護岸整備
河道掘削、橋梁架替 等

山田川（宮崎県）

堤防・護岸整備
河道掘削 等

大淀川（宮崎県）

築堤
河道掘削 等

庄内川（鹿児島県）

築堤
河道掘削 等

溝之口川（鹿児島県）

排水施設の整備
（宮崎市）

凡例

床下浸水範囲（戦後最大のH17.9実績）

床上浸水範囲（戦後最大のH17.9実績）

大臣管理区間

雨水浸透・貯留施設
の促進・案内
（都城市）

大岩田遊水地の整備

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・ 河道掘削、堤防・護岸整備、遊水地の整備、岩瀬ダム再生事業 等
・ 砂防関係施設の整備
・ 内水氾濫対策（下水道等の排水施設の整備）
・ 流域の雨水貯留機能の向上（水田の貯留機能の向上、農業用ため池等の防災対策の推進、
雨水浸透・雨水貯留施設の設置促進・案内、国有財産の治水活用の検討 等）

・ 森林の整備・保全、治山施設の整備
・ 利水ダム等１４ダムにおける事前放流等の実施、体制構築
（関係者：宮崎県、宮崎市、都城市、曽於市、志布志市、九州電力、土地改良区など）

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク情報空白域の解消のため、浸水想定区域の作成検討
・マイ・タイムラインや住民が利用しやすいハザードマップの作成促進
・ハザードマップを活用した防災訓練の実施促進
・防災学習の推進・自主防災組織の結成と積極的活動
・要配慮者を考慮した避難・誘導の取組の推進
・避難場所等環境整備支援 等

※今後、関係機関との連携し対策検討

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

事前放流

高岡ダム

事前放流

瓜田ダム

事前放流岩瀬ダム

事前放流

大淀川
第一ダム

事前放流

木之川内ダム

事前放流

谷川内ダム

事前放流 中岳ダム

砂防関連施設の整備（国）

■被害対象を減少させるための対策
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等）

※今後、関係機関と連携し対策検討

河道掘削した土砂は
養浜に活用

農業用ため池等の防災対策の推進
（綾町・国富町）

水田の貯留機能の向上
（小林市）

砂防関連施設の整備（県）

森林の整備・保全
（三股町）

森林の整備・保全
（森林整備センター）

堰の改築
（曽於市）

岩瀬ダム再生事業

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等による
防災情報の周知

（三股町）避難所等環境整備
（曽於市）

要配慮者を考慮した避難・
誘導の取組の推進

（小林市）（高原町）

要配慮者を考慮した避
難・誘導の取組の推進

（都城市）

防災学習の推進・自主防災
組織の結成と積極的活動

（綾町・国富町）

防災学習の推進・自主防災
組織の結成と積極的活動

（宮崎市）

立地適正化計画見直し
（都城市）

立地適正化計画見直し
（宮崎市）

立地適正化計画の策定
（国富町）

支所庁舎立替
（曽於市）

解説状況

水害リスク情報の提供・充実

災害の危険性が高い区域居住誘導区域から除外

立地適正化計画の策定

砂防堰堤イメージ写真

砂防施設の整備

森林の整備・保全

高 原 町

森林の整備・保全
（宮崎森林管理署）

立地適正化計画の策定
（綾町）

国有財産の治水活用の検討
（財務省）

深年川（宮崎県）

小 林 市

曽 於 市

都 城 市

三 股 町

綾 町
国 富 町

宮 崎 市

宮崎県

鹿児島県

国有財産の治水活用の検討
（財務省）

立地適正化計画の策定
（三股町）

●グリーンインフラの取り組み
詳細次ページ

土地の水災害リスク情報の充実
（熊本県）

熊本県

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等による防災情報の周知
（多良木町）

農業用ため池等の
防災対策の推進
（宮崎市）
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大淀川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～水害に強い地域づくりに向けた防災・減災対策～

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

気
候
変
動
を
踏
ま
え
た

更
な
る
対
策
を
推
進

■河川対策 （約１，１８３億円）
■砂防対策 （約１００億円）
■下水道対策 （約６７億円）

大淀川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短期】資産の集中する大淀川下流の市街地等での重大災害の発生を未然に防ぐため河道掘削により流下能力向上を図る、上流においては遊水地整備を行い治水安

全度の向上を図る。さらに立地適正化計画による水害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫を実施し被害の減少を目指す。
【中期】下流整備が完了した後、中流部の掘削・下流遊水地整備により上流の受け皿確保とともに支川築堤、岩瀬ダム再生事業等の実施により安全度向上を図る。
【中長期】上下流バランス等を踏まえながら、上流部の引堤や遊水地整備、堰改築等の実施により流域全体の安全度向上を図るとともに、雨水浸透・雨水貯留施設の

設置促進・案内による内水氾濫対策や避難体制の強化を進め、流域内の被害軽減を目指す。

短期 中期 中長期

砂防関係施設の整備
国交省、
宮崎県、鹿児島県

内水氾濫対策
国交省、宮崎県、
鹿児島県、宮崎市、
都城市、小林市

流水の貯留機能の拡大 ダム管理者

森林の整備・保全
治山施設の整備

宮崎森林管理署、

宮崎県、鹿児島県、

宮崎市、都城市、小林市、

曽於市、三股町、国富町、

綾町、森林整備センター

流域の雨水貯留機能の向上

財務省、

宮崎県、鹿児島県、

宮崎市、都城市、

小林市、国富町、綾町

被害対象を減少
させるための対策

水災害ハザードエリアに
おける土地利用・住まい
方の工夫

宮崎市、都城市、
曽於市、三股町、
国富町、綾町

土地の水災害リスク情報
の充実

宮崎県、鹿児島県、
熊本県

治水対策における多自然
川づくり

国交省、
宮崎県、鹿児島県

魅力ある水辺空間・賑わ
い創出

国交省、都城市、国富
町、綾町　他

国交省、
宮崎県、鹿児島県、
宮崎市、都城市、
小林市、曽於市、
三股町、高原町、
国富町、綾町

グリーンインフラの
取組

自然環境が有する多様
な機能活用の取組み

工程

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすため
の対策

河道掘削、堤防整備、
遊水地整備、
岩瀬ダム再生事業、
橋梁架替、堰改築等

国交省、
宮崎県、鹿児島県、
宮崎市、都城市、
小林市、曽於市、
三股町、国富町、
綾町、多良木町

被害の軽減、
早期復旧・復興の
ための対策 避難体制等の強化

国交省、気象台、
宮崎県、鹿児島県、
熊本県、宮崎市、
都城市、小林市、
曽於市、三股町、
高原町、国富町、綾町、
多良木町

区分 対策内容 実施主体

いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進

堰・樋門樋管改築・橋梁架替

遊水地整備

利水ダム等１４ダムにおける事前放流等の実施、体制構築

水田の貯留機能の向上、農業用ため池の防災対策の推進

雨水浸透・雨水貯留施設の設置促進・案内、国有財産の治水活用の検討 等

防災・保水機能を発揮させる森林整備、水源林の保全

治山施設整備による土砂流出抑制対策

直轄事業における砂防関係施設の整備

立地適正化計画の策定・見直し 等

安全な避難路整備

公共施設、ライフライン等の機能維持対策

ハザードマップを活用した防災訓練の実施促進、要配慮者を考慮した避難・誘導の取組の推進 等

危機管理型水位計設置

簡易型河川監視カメラ設置

排水施設の整備等

上流遊水地整備

河道掘削・堤防整備

洪水浸水想定図の作成・データ提供 等

土地利用誘導ガイドライン見直し

出前講座・防災学習の実施

岩瀬ダム再生事業

河川の横断的ネットワークの形成生息・生育・繁殖環境の保全、河畔林の保全、縦横断の連続性確保、湿地環境の創出

本庄川かわまちづくり、都城地区かわまちづくり

河川協力団体等による大淀川の素材を活かした環境学習等の推進

河川協力団体等と協働した水辺の賑わい創出（大淀川リビング）

清流ルネッサンスⅡ等による水質保全・向上への取組推進

雨水貯留や調整池等を公園などへ活用

水田の活用（田んぼダム）、ため池の活用等による多様な生態系の保全

景勝地等の保全

継続的にモニタリング

3



福岡県

大分県

鹿児島県

熊本県

佐賀県

長崎県

宮崎県

【位置図】

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

【全域に係る取組】
・多様な動植物が生息・生育・繁殖する環境（瀬・淵、ワンド、水際、湿地等）、需

要種等の定期的なモニタリングを行い、良好な自然環境の保全・創出
・魚類の移動カンキョウの良好な状態を維持
・外来種は関係機関と連携し、移入回避や駆除等を実施
・良好な水質の保全と向上を目指し、流域全体で一体となった取組を実施
・沿線の土地利用と調和した良好な水辺景観の維持・形成
・大淀川の素材を活かした環境学習の推進
・地域と水辺の一体化を目指した人と河川の豊かな触れ合いの場の整備と保全

かわまちづくり（本庄川：イメージパース）

庄内川

沖水川

大淀川（宮崎県）

大岩田遊水地の整備

岩瀬ダム

大淀川
第一ダム

木之川内ダム

中岳ダム

高 原 町

小 林 市

都 城 市

三 股 町

環境学習

深年川

小松川（宮崎県）

高岡ダム

瓜田ダム

河道掘削した土砂は

養浜に活用

ミズベリングみやざき

●治水対策における多自然川づくり
・生息・生育・繁殖環境の保全、河畔林の保全
・縦横断の連続性確保
・湿地環境の創出

●魅力ある水辺空間・賑わい創出
・本庄川かわまちづくり
・都城地区かわまちづくり

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み
・雨水貯留や調整池等を公園などへ活用
・河川協力団体等による大淀川の素材を活かした環境学習等の推進
・河川協力団体等と協働した水辺の賑わい創出（ミズベリング宮崎）
・清流ルネッサンスⅡ等による水質保全・向上への取組推進
・水田の活用（田んぼダム）、ため池の活用等による多様な生態系の保全
・景勝地等の保全

ミズベリング宮崎
（水辺の賑わいづくり）

宮崎県

国 富 町

綾 町

宮 崎 市

○ 大淀川下流部の汽水域にはコアマモ群落が分布し、日本固有種であるアカメの生息環境となっており、最大支川の本庄川流域には九州中央山地国定公園内の照葉樹林帯に
代表される大淀川流域の良好な自然環境が多く存在しています。また、「観光宮崎」のシンボル的な河川でもある大淀川の良好な河川景観の維持・形成を図り、流域の財
産として次世代に引き継いでいく必要があります。

○ 水辺での交流、癒しや賑わいのある空間を創出することで、国富町、綾町が連携したまちづくり（観光資源、集客）に寄与できるよう本庄川かわまちづくりを今後概ね
６年間で整備を進め、多様な機能を活かすグリーンインフラの取り組みを推進する。

堤防整備

農業用ため池等の防災対策の推進
（綾町・国富町）

深年川（宮崎県）

堤防・護岸整備
河道掘削、橋梁架替 等

森林の整備・保全

河道掘削

堤防整備堤防整備

排水施設の整備
（宮崎市）

河道掘削

河道掘削

地震・津波対策

堤防・護岸整備
河道掘削 等

森林の整備・保全
（宮崎森林管理署）

森林の整備・保全
（森林整備センター）

水田の貯留機能の向上
（小林市）

岩瀬ダム再生事業

砂防関連施設の整備（国）

砂防関連施設の整備（県）

堤防・護岸整備
河道掘削 等

河道掘削

堤防整備

堤防・護岸整備、河道掘削
橋梁架替、堰改築
樋門樋管改築 等

花の木川（宮崎県）

山田川（宮崎県）

堤防・護岸整備
河道掘削、橋梁架替 等

庄内川（鹿児島県）

築堤
河道掘削 等

河道掘削

堤防整備

堤防整備

森林の整備・保全
（三股町）

雨水浸透・貯留施
設の促進・案内
（都城市）

堤防・護岸整備、河道掘削
橋梁架替、堰改築
樋門樋管改築 等

横市川（宮崎県）

堰の改築
（曽於市）

曽 於 市

谷川内ダム

宮崎県

鹿児島県

築堤
河道掘削 等

溝之口川（鹿児島県）

治水メニュー

大臣管理区間

床上浸水実績（H17.9洪水）

床下浸水実績（H17.9洪水）

凡例

市町村境

既存ダム

グリーンインフラメニュー

大淀川水系流域治水プロジェクト【グリーンインフラ】
～水害に強い地域づくりに向けた防災・減災対策～

●グリーンインフラの取り組み 『多様で豊かな自然環境を保全し、流域の歴史・文化等を未来へ継承 』

【全域に係る取組】
・地域のニーズを踏まえた賑わいのある水辺空間創出への連携支援

生息・生育・
繁殖環境の保全

生息・生育・
繁殖環境の保全

生息・生育・
繁殖環境の保全

生息・生育・
繁殖環境の保全

生息・生育・
繁殖環境の保全

生息・生育・
繁殖環境の保全

生息・生育・繁殖環境の保全
湿地環境の創出

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

本庄川
かわまちづくり

本庄川
かわまちづくり

都城地区かわまちづくり

多目的グラウンド
（山内川調整池）

公園
（小松川への流出抑制対策）

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

生息・生育・繁殖
環境の保全
連続性確保

景勝地の保全

観音瀬（文化財）

生息・生育・繁殖
環境の保全
河畔林の保全

生息・生育・
繁殖環境の保全

農業用ため池等の
防災対策の推進
（宮崎市）

事前放流

事前放流

事前放流

事前放流

事前放流

事前放流

事前放流
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資産・人口が集中する
大淀川沿川で浸水被害発生

大淀川下流

大淀川水系流域治水プロジェクト【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～水害に強い地域づくりに向けた防災・減災対策～

大淀川下流部の河道掘削により宮崎市街部の８ｋ０００付近では、戦後最大の平成17年9月洪水と同規模の洪水に対してHWL以下で流下させることが可能となる。
また、大淀川上流部では、上流遊水地が整備されることで、都城市街地の治水安全度が向上される。

①河道掘削
Ⅴ＝16万ｍ3

③河道掘削
Ⅴ＝17万ｍ3

⑤堤防整備
Ｌ＝0.8km

⑧堤防整備
Ｌ＝1.4km

⑥堤防整備
Ｌ＝0.4km

⑦河道掘削
Ⅴ＝26万ｍ3

深年川

宮崎県

小松川（宮崎県）

高岡ダム

瓜田ダム

深年川（宮崎県）

綾 町
国 富 町

宮 崎 市

②河道掘削
Ⅴ＝22万ｍ3

床下浸水範囲（戦後最大のH17.9実績）

床上浸水範囲（戦後最大のH17.9実績）

大臣管理区間

凡例

実施箇所・対策内容（大淀川下流）

5ヵ年加速化メニュー：赤字
整備計画残メニュー：緑字

庄内川

沖水川

⑯堤防整備
引堤

Ｌ＝2.4km

⑨河道掘削
Ⅴ＝37万ｍ3

花の木川（宮崎県）

横市川（宮崎県）

山田川（宮崎県）

大淀川（宮崎県）

庄内川（鹿児島県）

溝之口川（鹿児島県）

⑱大岩田遊水
地の整備

岩瀬ダム

大淀川
第一ダム

木之川内ダム

谷川内ダム

中岳ダム

高 原 町

小 林 市

曽 於 市

都 城 市

三 股 町

宮崎県

鹿児島県

⑮河道掘削
Ⅴ＝4万ｍ3

⑪河道掘削
Ⅴ＝46万ｍ3

⑭河道掘削
Ⅴ＝34万ｍ3

⑰堤防整備
Ｌ＝0.8km

⑫堤防整備
引堤

Ｌ＝1.2km

⑩堤防整備
Ｌ＝1.0km

床下浸水範囲（戦後最大のH17.9実績）

床上浸水範囲（戦後最大のH17.9実績）

大臣管理区間

凡例

実施箇所・対策内容（大淀川上流）

5ヵ年加速化メニュー：赤字
整備計画残メニュー：緑字

短期現在

現在 短期

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

【短期整備完了時の進捗】
①高洲地区 河道掘削
0%→40%

②上野町地区 河道掘削
0%→100%

③跡江地区 河道掘削
0%→30%

⑥高岡地区 堤防整備
0%→100%

⑱大岩田地区 遊水地整備
0%→100%

※外水氾濫のみを想定したものである。
※国直轄事業の実施によるものである。※外水氾濫のみを想定したものである。

※外水氾濫のみを想定したものである。
※国直轄事業の実施によるものである。※外水氾濫のみを想定したものである。

注：外水氾濫のみを想定したものであり、内水氾濫を考慮した場合には
浸水範囲の拡大や浸水深の増大が生じる場合がある。

大淀川上流

短期整備（５カ年加速化対策）効果：河川整備率 約４３％ → 約５１％

区分 区間 対策内容

当面５年（短期）
（R3年度～R7年度）

下流部　1/40～1/70→
1/40～1/70

上流部　1/20→1/20

～20年（中期）
（R8年度～R21年度）
下流部　1/65～1/90

上流部　1/20

～30年（中長期）
（R22年度～R30年度）
下流部　1/65～1/90

上流部　1/30

①地区
（高洲）

河道掘削 40% 100%

②地区
（上野町）

河道掘削 100%

③地区
（跡江）

河道掘削 30% 100%

④遊水地整備
（下流）

遊水地整備 100%

⑤地区
（嵐田）

堤防整備 100%

⑥地区
（高岡）

堤防整備 100%

⑦地区
（浦之名）

河道掘削 100%

⑧地区
（北麓）

堤防整備 100%

⑨地区
（高城）

河道掘削 100%

⑩地区
（岩満）

堤防整備 100%

⑪地区
（岩満）

河道掘削 100%

⑫地区
（高城）

引堤 100%

⑬遊水地整備
（上流）

遊水地整備 100%

⑭地区
（金田）

河道掘削 100%

⑮地区
（野々美）

河道掘削 100%

⑯地区
（金田）

引堤 100%

⑰地区
（乙房）

堤防整備 100%

⑱遊水地整備
（大岩田）

遊水地整備 100%

⑲岩瀬ダム 再生事業 100%

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

R3
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開催状況（R3.11.15）

ＨＰや総合防災マップによる防災情報の周知
（都城市）

大淀川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】
～水害に強い地域づくりに向けた防災・減災対策～

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

宮崎市街部における河道掘削状況（国）

大淀川下流部の市街地等での重大災害の発生
を未然に防ぐため河道掘削により流下能力の向
上を図る。

大淀川上流においては、遊水地整備を行い治水
安全度の向上を図る。

●「都城市総合防災マップ」及び「洪⽔ハザード
マップ」を住⺠基本台帳登録世帯に対し、郵送で
配布することで、防災情報の周知に努めた。

●前回、「都城市総合防災マップ」（A4判冊⼦）を
平成29年４⽉に作成して以降、新たに公表された
想定最⼤規模の洪⽔浸⽔想定区域や新たに指定され
た⼟砂災害警戒区域等を反映し、市⺠が災害に⽇頃
から備えることができるよう令和３年度に⾒直しを
⾏った。
また、洪⽔浸⽔想定区域をおおまかに把握できる

ように、「都城市洪⽔ハザードマップ」（A2判１枚
地図）を新たに作成した。

● ４ヵ国語（⽇本語、英語、中国語、ベトナム語）
対応の「WEB版防災マップ」の導⼊も⾏った。

流域の雨水貯留機能の向上（国富町）

森林整備事業（民有林） 植栽 ３４．０９ｈａ

被害対象を減少させるための対策

対象建築物 制限内容
①住宅、共同住宅、寄宿舎、寮等
②「病室」を持つ病院、診療所
③「寝室」を持つ児童福祉施設

・左記建築物の居間、寝室等の「居住室
の床⾯」は、設定⽔位より上に設けること。
（②③は建築構造の制限あり）
・建築に際しては、市⻑認定を要する。

【宮崎市災害危険区域に関する条例における建築制限】

災害危険区域指定（宮崎市）

・平成17年の台風14号により、家屋等の甚大な浸水被害を受けた
ことから、建築基準法の規定に基づく「宮崎市災害危険区域に関す
る条例」を定めて、出水による危険の著しい地域を「災害危険区域」
に指定。
・区域内の建築行為について、床面高さ、建築構造等を制限。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 被害対象を減少させるための対策 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

農地・農業⽤施設の活⽤ 流出抑制対策の実施 ⽴地適正化計画における
防災指針の作成

避難のための
ハザード情報の整備

（概ね５か年後）

⾼齢者等避難の
実効性の確保

⼭地の保⽔機能向上および
⼟砂・流⽊災害対策

戦後最⼤洪⽔等に対応した
河川の整備（⾒込）

整備率：51％
（令和４年度末時点）

7市町村
（令和３年度実施分）

3施設
（令和４年度実施分）

25箇所

（令和４年度完成分）
※施工中 １１施設

4施設

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

（令和４年12月末時点）

0市町村 （令和４年９月末時点）
※一部、令和４年３月末時点

17河川

（令和４年９月末時点）

0団体

洪水浸水想定
区域

個別避難計画

（令和４年９月末時点）

150施設

（令和５年1月1日時点）

5市町村

避難確保
計画

878施設
土砂

洪水

内水浸水想定
区域
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